
Chukyo University Institute of Economics 

Discussion Paper Series 

April 2013 

 
 

No. 1301 
 

グラビティ-RAS 法による地域間交易の推計 
-愛知県内地域間産業連関表を事例として- 

 

 

山田 光男 
 



 
 
 
 
 
 

グラビティ-RAS 法による地域間交易の推計 
-愛知県内地域間産業連関表を事例として- 

 
 

 山田 光男* 

 

 

 

 

要 旨 

 

 市町村など、より小地域を対象とした産業連関表の作成と応用の研究への関心が高まっ

ている。ここでは、愛知県を事例として県内地域間産業連関表を作成するとき必要となる

地域間交易の推計に関してグラビティ･RAS 法の利用について検討した。経済産業省地域表

の部門別交易データを用いてグラビティ・モデルの回帰推計を行い、その推定されたパラ

メータを利用して RAS 推計の初期値を与えるものである。距離パラメータの弾性値はばら

つきがあるものの、財部門では平均値で-1.12、サービス部門では平均値で-1.77 となった。

実際、山田・大脇(2012)で推計した産業連関表より、今回新たに推計した産業連関表の方が、

距離パラメータの値が小さく、県内地域間の交易がより多くなる方向に推計値が修正され

た。ただし、修正は県内地域間交易のみであるため、各地域の波及効果は異なるものの愛

知県全体の波及効果はほとんど変わらないこともわかった。しかし、弾性値の与え方が作

表結果に影響するため、与えた値の根拠がより明確なものが望ましい。ここでは、その一

つとしてグラビティ･RAS 法による地域間交易の推計の有効性を示した。 
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１ はじめに 

 産業連関表はＷ・レオンチェフ（Wassily Leontief）により開発された統計表であり経済

分析システムである。我が国では、経済審議庁（後の経済企画庁、現在の内閣府）、通商産

業省（現在の経済産業省）等がそれぞれ独自に、昭和 26 年(1951 年)を対象年次とする全国

を対象とした試算表を作成した後、昭和 30 年(1955 年)表以降は、5 年ごとに関係府省庁の

共同事業として作成されている1。また、通商産業省（現経済産業省）は 1960 年を対象と

して、全国を 9 地域に分割し、全国表と整合性のとれた 9 つの地域内競争移入型産業連関

表(地域内表)と、これらを 1 つにとりまとめた 9 地域間非競争移入型産業連関表(地域間表)

の作成に着手し、後者については 1966 年度末にその結果が公表された。以降、全国表の作

成年に合わせて 5 年ごとに、地域内表、地域間表の 2 種類の地域産業連関表を作成してき

た2。都道府県の産業連関表も 1953 年を対象とした長野県表、愛知県表を初めてとして、

1955 年表、1960 年表と次第に作成する県が増加し、1990 年表において全国 47 都道府県

が作成するようになり、それらを集計することで全国産業連関表や経済産業省の地域産業

連関表との比較が可能となった3。 

 このような産業連関表の充実を背景として、最近ではこれらの産業連関表を組み合わせ

た地域間産業連関表の作成や、より小地域を対象とした産業連関表の作成と応用に関心が

集まってきている。それは、統計データの制約から行政単位を地域の対象とする産業連関

表と、それを超えたところで活動する実際の地域経済とのギャップを埋めることでもある。

また、地域間の相互依存性の高まりが地域間産業連関表の重要性をもたらした。 

ここでは、県内地域間産業連関表を作成する時、県内地域間交易の作成方法が問題とな

るため、その一つの方法であるグラビティ・RAS 法の利用について愛知県を事例として検

討する。次節では、関連する先行研究について整理し、3 節では、ここで取り上げる地域間

交易の推計方法グラビティ･RAS 法について説明する。続く 4 節ではグラビティ・モデルの

推定結果について整理し、5 節では与える条件によって愛知県産業連関表の相違がどの程度

になるか検討し、最後に本研究結果をまとめる。 

 

 

 

                                                  
1 現在では 10 府省庁の共同事業となっている。 
2 経済産業省では地域間表を作成するに当たり、『商品流通調査』という特別調査を実施し、各地域各産

業の生産にかかる事業者の出荷先について調査を行い、その情報をもとに部門ごとの地域間交易マトリッ

クスの推計を行っている。経済産業省の地域産業連関表は全国表と地域集計整合的で、経済産業局の管轄

エリアを単位とする地域を対象とし、かつ、全国を網羅しているという特徴がある。 
3 大平・吉田・中川（1997）は、1990 年の都道府県産業連関表の比較分析を初めて行い、1995 年表に

ついては山田・朝日（2002）、2000 表については朝日・山田（2008）、2005 表については山田（2011）が

行った。 
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２ 先行研究 

 経産省地域産業連関表や都道府県産業連関表が整備されたことにより、各都道府県表を

連結した地域間産業連関表や都道県内の小地域を対象とした産業連関表4ないしそれらを連

結した県内地域間産業連関表の作成の試みが増えてきた。 

 都道府県レベルの地域間産業連関表の作成事例としては、東京都とその他全国 2 地域を

対象とした東京都地域間産業連関表(石田・清水他(1996))、大阪府・その他近畿地方、その

他全国の 3 地域間産業連関表(伊藤・橋他(1997))、三重県とその他全国を対象とした三重県

内外 2 地域産業連関表(山田・朝日(1999))、関西 7 府県を対象とした関西地域間産業連関表

(関西社会経済研究所(2008)、アジア太平洋研究所(2012))、東北 6 県および新潟県を対象と

した東北地域県間産業連関表(東北開発研究センター(2009))、東海 3 県およびその他地域を

対象とした地域間表(山田(2010))、中部圏 9 県およびその他地域を対象とした中部圏地域間

産業連関表(中部産業・地域活性化センター(2011、2012))などが作成されてきた。これらの

多くは、分析対象とする特定地域・県とその他地域を含む地域間産業連関表を作成するこ

とで、全国を網羅した相互の地域間産業間の依存関係を詳細に分析することができるとい

う利点がある5。 

また、石川・宮城(2003)は、全国 47 都道府県を網羅した地域間表を作成している。石川･

宮城では 1995 年 47 都道府県 45 部門表を作表の基本単位とし、地域間交易については国土

交通省「全国貨物純流動調査(物流センサス)」を活用しながら、全国表および経産省の 9 地

域間表のブロックとの移出入バランス調整を行って、上位整合性を確保している。人美

(2008)は 2000 年 47 都道府県 48 部門表を作成の基本単位とし、概念調整をした後で経済産

業省地域表をもとに移出入と輸出入の未分割県の分割を行った上、国土交通省「地域間貨

物流動調査」をもとに財部門の地域間交易、サービス部門については経済産業省の地域デ

ータからグラビティ・モデルを推計し、地域間交易を推計している。さらに萩原(2012)は全

国 47 都道府県 59 部門表を対象とした 1990-2005 年接続地域間産業連関表を作成し、経年

的変化の分析を可能にしている。移出入の値については宮城他(2003)の方法にならい、交易

については物流センサス、国勢調査就業者地域間移動、通信トラフィックなどを初期値と

して、経済産業省 9 地域間表の移出入額のブロック合計値の制約を活かした拡張 RAS 法に

よる推計を行っている。 

 県内地域間産業連関表については、県内を 6 地域に分割した 6 地域 50 部門の愛媛県内地

                                                  
4 多くの政令指定都市が自地域の産業連関表を作成している他、朝日（2004）による名古屋市産業連関

表、政令市・政令市以外の市町村を対象とした産業連関表についても、亀畑義彦・小野寺英明(1991)、小

野崎(2002)による旭川市の産業連関表、本田豊、中澤純治(2000)による舞鶴市産業連関表、日吉・河上・

土井（2004）によるつくば市産業連関表、今西(2004)による深川市産業連関表、長谷川良二・安髙優司（2009）
による福知山市産業連関表、大久保・石塚(2009)による鹿児島市産業連関表など、さまざまな試みがある。

域外との移出入の推計は、中澤純治(2002) 、今西(2004)などサーベイデータに基づく方法と、朝日幸代

（2004）、長谷川良二・安髙優司（2009）、大久保・石塚(2009)などノンサーベイ法による場合がある。 
5 これらの地域間表では、上記の集計上の誤差は原則としてその他地域のなかで調整されていることが多

い。 
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域間産業連関表(坪内(1991))、北海道を 4 地域に分割した 4 地域 61 部門の北海道地域間産

業連関表(高畑(1992))、三重県を 5 地域に分割した 5 地域 84 部門の三重県地域間産業連関

表(山田(1995))などの試みがある。北海道の場合は、「貨物地域流動調査」「旅客地域流動調

査」6を利用して交易の推計を行っている。これらの調査では県内交易の情報が得られない

ため、愛媛県では各産品の県域間及び県外流通についての実態調査7をもとに、その圏域別

供給割合を用いて地域間交易を推計している。また、石川(2004)は愛知県を対象として名古

屋市、その他愛知県、その他地域の 1995 年 3 地域間産業連関表、中野・西村(2007)は、名

古屋市、その他県内、1 県外地域の 3 地域 46 部門産業連関表、野村・木下他(2011)では、

山口県内を山口市と萩市とその他県内の 3地域 104部門(および 1県外地域)に分割した試み

もある。地域間交易の推計では、山田(1995)の事例では三重県内の物流調査データを初期値

とした RAS 法により、中野・西村(2007)の事例ではグラビティ法により、また石川(2004)

および野村・木下他(2011)の事例では LQ 法8が用いられている。LQ 法は 2 地域間での比較

優位性をもとに交易について推計する方法のため、県内 3 地域を扱う野村・木下他(2011)

では 2 段階にわけて LQ 法を適用する工夫を行っている。一般に、地域間交易は双方向に

取引があるが、LQ 法による移出入の推計は移出または移入が推計され、いずれかが 0 とな

る。これに対して、RAS 法やグラビティ法による推計は移出入の双方向性が排除されない

ため、この違いが生産波及効果の大きさにも影響する9。 

 山田・大脇(2012)では、2005 年愛知県産業連関表をもとに、名古屋市、尾張地方、西三

河地方、東三河地方の 4 地域に分けた県内地域間産業連関表の推計を行った。この推計は、

愛知県 190 部門表から一部部門調整を行った 186 部門表10をもとに、4 地域(名古屋市、尾

張地方、西三河地方、東三河地方)に分割した県内地域間産業連関表を推計している。部門

別県内地域間取引を、グラビティ・モデルと RAS 法を組み合わせた推計法を用いて行って

いる11。ただし、グラビティ・モデルのパラメータについては先験的に値を与えたところに

                                                  
6 旧運輸省(国土交通省)の資料では、道内が札幌、旭川、室蘭、釧路、帯広、および北見の 7 地域に分割さ

れている。 
7 「水産物流通状況調査」「鉱産物流通実態調査」「製造業物資流通調査」「食肉・食鳥等流通実態調査」「建

設資材生産地調査」「サービス業需要(営業)地域調査」の 6 調査がされた。 
8 LQ 法については Miller and Blair(2009)などを参照されたい。 
9 一般に、本来存在する移入を 0 として推計する場合、その分域内で生産されると想定されることになる

のでその生産波及効果は大きくなる。 
10 ここでは愛知県、岐阜県、三重県の産業連関表の部門定義の比較を行い、共通する 186 部門に集計した。

愛知県 190 部門のうち、「窯業原料鉱物」を「その他の非金属鉱物」に統合、「トラック・バス・その他の

自動車」「二輪自動車」を「その他の自動車」として統合、仮設部門の「自家輸送(旅客自動車)」「自家輸送

(貨物自動車)」を各部門に戻した」これにより 4 部門減少する。そのほか「資本減耗引当(社会資本等減耗

分)」を除いた。また、愛知県表では、「資本減耗引当(社会資本等減耗分)」(行側)の存在する部門と「一般

政府消費支出（社会資本等減耗分）」(列側)の消費部門とが 1 対 1 に対応していない。ここでは、対応する

部門で、行部門と同額を控除することにした。その結果、「一般政府消費支出」の一部の部門では負の値が

発生したが、この点は調整を行わず使用している。 
11 奥田・橋本(2003)はエントロピー法を用いた競争輸入型の地域間産業連関表の推計方法を最適化問題と

して定式化し、投入部分を RAS、交易部分を両側制約付きエントロピー法で推計すべきことを提示してい

る。 
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課題があった。ここでは、そのグラビティ・モデルのパラメータの値を経済産業省地域表

の移出入データを用いた推計値で置き換えることで、新たに地域間交易を推計し、従来の

先験的な場合と地域間交易の変化を比較検討することにする。 

 

３ 地域間交易の推計方法 

 愛知県の県産業連関表から 4 つの県内地域の産業連関表に分割する方法については山

田・大脇(2012)を参照されたい。これにより、R 地域の i 部門の需給バランス式は、 

R R R R R R
ij i i i i iX FD E M N X       

R R R R R
i i i i iD E M N X      

のように表される。ここで、 R
ijX は i 財の中間需要、 R

iFD は i 財の域内最終需要、 R
iE は

i 財の県外への輸移出、 R
iM は i 財の県外からの輸移入、 R

iN は県内純移出、 R
iX は i 財の

生産を表す。また、 R R R
i ij iD X FD  は i 財の域内需要を表す。山田・大脇(2012)では、

中間需要、域内最終需要、県外輸移出、県外輸移入と、生産額をそれぞれ独立に求め、県

内純移出が差額として求められる。この差額と整合的な形で、県内他地域との移出入を決

定していくことになる。以下では、地域間交易の推計方法について説明する。 

 第 i 部門の 4 地域間交易は、表 1 のように表される。 

 

表 1 第 i 部門の 4 地域間交易 

販売＼購入 名古屋市 尾張地方 西三河地方 東三河地方 合計 

名 古 屋 市 T୧
ଵଵ T୧

ଵଶ T୧
ଵଷ T୧

ଵସ T୧
ଵ∙ 

尾 張 地 方 T୧
ଶଵ T୧

ଶଶ T୧
ଶଷ T୧

ଶସ T୧
ଶ∙ 

西三河地方 T୧
ଷଵ T୧

ଷଶ T୧
ଷଷ T୧

ଷସ T୧
ଷ∙ 

東三河地方 T୧
ସଵ T୧

ସଶ T୧
ସଷ T୧

ସସ T୧
ସ∙ 

合 計 T୧
∙ଵ T୧

∙ଶ T୧
∙ଷ T୧

∙ସ T୧
∙∙ 

 

ここで ௜ܶ
ோௌ は R 地域から S 地域への第 i 部門交易額、ܶ ௜

ோ∙ は R 地域から愛知県内全域へ

の第 i 部門交易総額、 ௜ܶ
∙ௌ は愛知県全域から S 地域への第 i 部門交易総額を表す。ある地域

から愛知県内全域への交易総額とは、その地域の生産額から輸出及び県外移出を控除した

ものであり、また、愛知県全域からその地域への交易総額とは、その地域の域内需要から

輸入および県外移入を控除したものとなる。これまでの地域別産業連関表の推計から、 

௜ܶ
ோ∙＝ ௜ܺ

ோ－ܧ௜
ோ 

௜ܶ
∙ோ＝ܦ௜

ோ－ܯ௜
ோ 

より求められる。ここで、R 地域生産 ௜ܺ
ோ から、輸出および県外への移出 ܧ௜

ோ を控除した ௜ܶ
ோ∙ 
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は県内供給額を表し、R 地域内需要 ܦ௜
ோ から県外からの輸入および県外への移入 ܯ௜

ோ を控

除した ௜ܶ
∙ோ は県内需要額を表す。また ௜ܶ

ோ∙≠ ௝ܶ
∙ோ と地域ごとにはバランスしていない12が、

その集計値は一致している。すなわち、 

ߑ  ௜ܶ
ோ∙ = ߑ ௝ܶ

∙ோ 

となる。 

ここで 

∑ ௜ܶ
ோௌ ൌ ௜ܶ

ோ∙  

∑ ௜ܶ
ோௌ ൌ ௜ܶ

∙ௌ  

を満たす ௜ܶ
ோௌ を推計する必要がある。ここでは、グラビティ・モデルの情報を使った RAS

法(以下ではこれをグラビティ-RAS 法と呼ぶことにする)を利用して、県内地域間交易の推

計を行うことにする。 

 

3.1 グラビティ・モデル 

 グラビティ・モデルは、万有引力の法則13を地域間の経済取引の問題に適用しようとする

ものである。地域間の財貨移動を移出地域の供給ポテンシャル、移入地域の需要ポテンシ

ャル、両地域間の距離およびその感応度などにより説明しようとするものである。 

 地域 R から地域 S へ移動量を ௜ܶ
ோௌ、地域 R を出発地とする移動総量を ௜ܶ

ோ∙、地域 S を到

着地とする移動総量を ௜ܶ
∙ௌ、R、S 地域間の距離を ܮതோௌ とすると、 

   
 

R S
i iRS

i RS RS

T T
T k

L

 



 

  

のように表される。ここで、α、β、γは移動量、移動総量および距離のデータから推計

すべきパラメータとなる。 

しかし、ここでは地域 R から地域 S への移動量 ௜ܶ
ோௌ は推計すべき変数であるので、直接

データに基づいてパラメータ値を推計することはできない。そこで、山田・大脇(2012)では

α＝β＝1、γ＝2 と先験的に与えたグラビティ・モデルを利用した14。すなわち、 

                                                  
12 R 地域 i 部門の需給バランス式より、 

 R R R R R
i i i i iD M N X E      

となるので、 
R R R

i i iT N T     
R R

i iT T   

となる。 
13 ニュートンの万有引力の法則では、2 つの物体間に働く引力の大きさは、それぞれの質量に比例し、そ

の距離の 2 乗に反比例する。 
14 中野・西村(2007)では、地域間交易の推計にグラビティ・モデルを利用している。彼らは、経産省の 1995
年全国 9 地域間産業連関表から沖縄を除く 8 地域間交易額から移出率を求め、任意の 2 地域の移出率の比

率を、対応する地域の域内総需要比率と距離の比率で説明する回帰分析を行い、2 つのパラメータを推定

している。40 部門について彼らの推定したパラメータの平均値は、域内総需要のパラメータは 1.109、距

離のパラメータは 0.888 となる。このモデルとは、交易データの対象年次、移出率と移入率の違いのほか、
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   
 2

R S
i iRS

i RS RS

T T
T k

L

 

  

である。それでもパラメータ ݇ோௌ は未定なので、このままでは地域間交易は推計できない。

そこで ݇ோௌ＝݇∙ௌ と仮定し、移動量 ௜ܶ
ோௌ、出発地の移動総量 ௜ܶ

ோ∙、および 2 地点間距離 ܮതோௌ か

ら、次のように移入率を計算することができる。 

 

 

 

 

2 2

2 2

R S R
i i i

S RS RSRS
RS i
i R S RRS

i i ii
SR RS RS

R R

T T T
k

L LT
t

T T TT
k

L L

  



  



  
  

 

グラビティ・モデルは 2 地点間の移動量を説明するもので有り、一般的には、表 1 の対

角要素のように地域内の移動については説明するものではない。しかし、ここではグラビ

ティ・モデルを利用して直接交易量を推定するということではなく、地域内も含む交易量

の分布を近似する式としてグラビティ・モデルの情報、すなわち移入率を求め、それを RAS

法による交易額 ௜ܶ
ோௌ の推計の初期値として利用することにある。従って、ここでは、地域

内でも平均的な距離を計測することで、このモデルが同様に適用可能であると考える。 

 

3.2 地域間平均距離の作成 

 地域間距離の推計方法には、物理距離、時間距離、または費用距離などがある。山田・

大脇(2012)ではそのうち物理距離を用いた。距離の計測方法は、はじめに、グーグルの地図

検索を用いて愛知県内の各市区町村の庁舎を起点とする各市区町村間の距離 ܮ௥௦ を求める。

ただし r と s は愛知県内市町村及び名古屋市の各区を表す。次に、市町村別昼間就業人口 ܧ௥ 

をウエイトとする次のような加重平均により 4 地域間平均距離を求める。 
rs r s

RS r R s S
r s

r R s S

L E E
L

E E
 

 





 

 このようにして求めた 4 地域間平均距離が表 2 である。 

 

 

表 2 4 地域間平均距離（km） 

                                                                                                                                                  
自地域の交易を含めるか否かなどの相違がある。特に、第 3 の相違が大きい。 
 また、中野(2012)では、熊本県内の小地域間産業表を推計する際、経済産業省の 2005 年地域間産業連関

表の交易データを用いてグラビティ・モデルの推計を試みている。ここでは、発着地の経済規模を表す変

数として、域内総生産と域内総需要、距離、の他に家計の豊かさが交易に一定の影響を与えるとして一人

あたり付加価値を追加し、全国 9 地域間交易マトリックスのうち沖縄を除いた 8 地域間の交易データを対

象としてトービットモデルで推定を行っている。 
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名古屋市 尾張地方 西三河地方 東三河地方 総平均 

名 古 屋 市 8.6 21.4 32.7 67.7 24.7

尾 張 地 方 21.4 28.7 41.0 75.9 33.8

西三河地方 32.7 41.0 19.1 42.4 33.9

東三河地方 67.7 75.9 42.4 20.1 61.0

総 平 均 24.7 33.8 33.9 61.0 33.4

 

 

４ グラビティ・モデルのパラメータ推計 

 前節では、山田・大脇(2012)で用いた先験的なパラメータ設定によるグラビティ・RAS

法による地域間交易の推計方法について述べた。この方法は、県内交易について情報が無

い場合でも県内地域間産業連関表を作成できるという利点があるが、グラビティ・モデル

のパラメータを先験的に与えるため、推計される地域間交易の値もそれによって異なって

くる。与えた値が適切なものかについて検証できないという課題もあった。 

 ここでは、2005 年経済産業省地域表から得られる全国 9 地域間交易のデータをもとに、

グラビティ・モデルのパラメータを推定し、そのパラメータを用いて愛知県内地域間産業

連関表の交易の推計を行う試みをする。 

 

4.1 モデル 

 前節のグラビティ･モデルを表 3 にある全国 9 地域間交易データに適用する。モデル、 

   
 

R S
i iRS

i RS RS

T T
T k

L

 



 

  

の対数をとり、 

log( ) log( ) log( ) log( ) log( )RS R S RS
i RS i iT k T T L        

と表される。 

ここでは、グラビティ・RAS 法を利用して、県内地域間交易を推計することが目的とな

る。その際、県内の地域内・地域間の交易の両方の値を決定する必要があるため、グラビ

ティ・モデルによりパラメータを決めて、RAS 推計の初期値情報を与えることになる。こ

の目的を考慮して、ここでは、地域内距離を一定の方法で推計し、地域内交易も含む拡張

されたグラビティ･モデルの推計を行う。なお、比較のために地域内交易を含まないケース

も推計し、両者の違いをあわせて検討することにする。表 4 はそのバリエーションを示す。 
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表 3 第 i 部門の全国 9 地域間交易 

販売＼購入 北海道地域 東北地域 … 沖縄地域 合計 

北海道地域 T୧
ଵଵ T୧

ଵଶ … T୧
ଵଽ T୧

ଵ∙ 

東 北 地 域 T୧
ଶଵ T୧

ଶଶ … T୧
ଶଽ T୧

ଶ∙ 

： ： ：  ： ： 

沖 縄 地 域 T୧
ଽଵ T୧

ସଶ … T୧
ଽଽ T୧

ଽ∙ 

合 計 T୧
∙ଵ T୧

∙ଶ … T୧
∙ସ T୧

∙∙ 

 

表 4 グラビティ・モデル推計の 3 つのバリエーション 

 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

地域内交易 除く 除く 含む 

距離データ Km 時間 Km 

交易のない部門 30 30 30 

推計部門 153 153 153 

推計できない部門 3 3 3 

 

 ここで、データは、経産省地域間表より 186 部門表に対応した統合表を作成し、9 地域間

交易マトリックスデータを作成する15。また、各都道府県の距離16および所要時間を Google

検索により作成する。モデル 1 と 2 は地域内交易を除いたデータによる推計、モデル 3 は

地域内交易を含むデータによる推計を表す。また、モデル 1 とモデル 3 は距離データにつ

いて物理的距離を用いる場合、モデル 2 は所要時間を用いる場合の推計を行った。それぞ

れ、交易のない部門は共通して 33 部門、残り 156 部門のうち 153 部門が推計でき、残り 3

部門は推計ができなかった17。 

 

3.2 推計結果の検討 

 表 5 は 3 つのバリエーションについて 153 部門の推計結果をまとめたものである。定数

項、発側の移動総量、着側の移動総量、距離データの４つのパラメータ推計値の分布がわ

                                                  
15 2005 年経済産業省地域表基本表は全国表(行)520×(列)407 部門に準拠しているが、公表用基本分類表

は(行)404×(列)350 部門である。ここでは、それをもとにここで定義する 186 部門に統合したが、統合の

過程で対応しない部門も出てくる。「たばこ」は「その他食品・たばこ」に、「脂肪族昼間物・環式中間物」

「その他の有機化合物」は「有機化学工業品」として、「塗料・印刷インキ」「写真感光材料」は「塗料・

印刷インキ」として、「タイヤ・チューブ」「その他のゴム製品」は「ゴム製品」として、「ガラス繊維・同

製品」は「その他のガラス製品(含ガラス繊維)」として、「セメント」「生コンクリート」は「セメント・生

コンクリート」に、「産業用ロボット」は「その他の特殊産業機械」の中に、「事務用機械」と「サービス

用機器」は「事務用・サービス用機械」として統合されている。 
16 地域内の距離は都道府県の面積と同等の円型地域の中心からの平均距離で代用した。全国 9 地域の距離

は都道府県間距離の昼間人口ウェイトによる加重平均として求めた。 
17 交易のない部門の中には、交易が定義されない部門の他、他の部門に統合されデータが無い部門も含ま

れる。また推計ができなかった 3 つの部門は「石炭・石油・天然ガス」、「鉄屑」、「非鉄金属屑」であった。 
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かる。推定値はどのモデルもほとんどの部門で有意な結果となっているが、部門間のばら

つきがみられる。発着移動量については地域内交易を考慮しないモデル１，モデル 2 の方

が地域内交易を考慮したモデル 3 よりばらつきが大きい。逆に距離パラメータについては、

地域内交易を考慮したモデル 3 の方が、地域内交易を考慮しないモデル 1、モデル 2 よりも

大きい。 

 モデル 1、モデル 2 を比較すると物理的距離と時間距離の距離データの違いは、パラメー

タの値に大きな違いももたらさないようである。むしろ、モデル１とモデル 3 の比較でわ

かるように、地域内交易を含むかどうかの違いの方が大きい。 

 財部門とサービス部門に分けてみると、いずれのモデルも財部門の距離パラメータの方

が小さな弾性値を示している。モデル 3 でこれをみると、財部門平均値は-1.12、サービス

部門平均値は-1.77 となった。また、発側の移動総量のパラメータは部門平均で 0.99、着側

の移動総量のパラメータは 0.74 となった。 

  

表 5 グラビティ･モデルの推計結果 

 
(注) それぞれ log E は発側の移動総量、log M は着側の移動総量、log D は距離データの対数値の変数を表

す。 

モデル1
const log E log M log D

最大値 10.11 3.55 1.55 0.71
最小値 -37.52 0.47 -0.19 -2.17
平均値 -9.37 1.05 0.96 -0.66
　財部門平均 -10.15 1.05 1.00 -0.60
　サービス部門平均 -7.19 1.04 0.86 -0.82
標準偏差 6.24 0.27 0.23 0.44
有意な変数の数 107 152 151 110
モデル2

const log E log M log D
最大値 5.60 3.84 1.54 0.74
最小値 -37.74 0.42 -0.46 -2.28
平均値 -11.79 1.03 0.92 -0.56
　財部門平均 -12.28 1.04 0.96 -0.52
　サービス部門平均 -10.41 1.03 0.83 -0.69
標準偏差 5.31 0.29 0.25 0.42
有意な変数の数 134 152 149 100
モデル3

const log E log M log D
最大値 8.48 1.92 1.27 -0.20
最小値 -18.89 -0.02 -0.08 -3.08
平均値 -4.06 0.99 0.74 -1.29
　財部門平均 -4.38 0.96 0.75 -1.12
　サービス部門平均 -3.13 1.06 0.70 -1.77
標準偏差 4.47 0.28 0.23 0.57
有意な変数の数 73 150 149 149
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図 1 は距離パラメータの推定値に関する分布を表す。地域内交易を考慮しないモデル 1

とモデル 2 は平均-0.6 のところに位置し、いくつかの部門は正の値となっている。これに

対して地域内交易を含むモデル 3 は、平均-1.12 のところに位置し、どの部門も負の値を与

えていることがわかる。 

山田・大脇(2012)では、グラビティ･モデルのパラメータの発着移動総量についてはそれ

ぞれ 1 とし、距離パラメータは-1 と-2 を与えて比較し、最終的には-2 のケースを採用した。

しかし、ここでの推計結果は、全国地域間グラビティ・モデルが愛知県内地域間交易につ

いても適用できると仮定すると、特に財部門については、先験的に与えた距離パラメータ

の値がやや過大であった可能性があることを示すものである。 

 

図 1 

 

 

 

５ 愛知県内地域間産業連関表への応用 

 前節ではグラビティ･モデルの 3 つのバリエーションについて推計を行い、その結果を比

較した。いずれも統計的には良い推計結果が得られるが、モデル１，モデル 2 では距離パ

ラメータについて正の弾力性が推計される場合もあった。ここでは、そのようなケースが

なく、かつ財部門とサービス部門の弾力性の大きさに差があるモデル 3 の推計結果をもと

に、グラビティ･RAS 法により部門別交易係数の推計行い、186 部門の愛知県県内地域間産

業連関表の作成を試みることにする。また、先験的パラメータを与えて推計した山田・大

脇(2012)の産業連関表との比較検討を行うことにする。 
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 作成する産業連関表はつぎの 3 つとなる。 

表 6 の IOT-A と IOT-B は山田・大脇(2012)の中で比較検討したものであり、最終的には

IOT-A の産業連関表を採用した。この産業連関表は、距離パラメータ-2、発着移動総量パラ

メータ 1 と先験的に与えた上で、グラビティ-RAS 法により部門別交易を推計して県内地域

間産業連関表を推計したものである。また、IOT-B は、IOT-A と距離パラメータを-1 とし

たところが異なるものである。IOT-C は、経済産業省地域表からグラビティ・モデルを推

計し、そのパラメータを使って部門別交易を推計した地域間産業連関表である。その際、

域内交易を含んだ拡張されたグラビティモデル(モデル 3)を利用した。なお、これらの作業

はすべて 186 部門でおこなっている。 

 

表 6 推計する産業連関表の比較 

 IOT-A IOT-B IOT-C 

交易データの推計 グラビティ-RAS 法 グラビティ-RAS 法 グラビティ-RAS 法

距離パラメータ -2 -1 回帰推定値 

発着移動総量パラメ

ータ 

1 1 回帰推定値 

備考 山田・大脇(2012) 山田・大脇(2012) 本研究(モデル 3) 

  

 

 推計された 3 つの 186 部門 4 地域の地域間産業連関表を 40 部門に統合した上で、県内地

域間交易の交易係数18を求めた。表 7 は IOT-A をベースにして、IOT-B の交易係数がどの

程度異なるかその差を求めたものである。IOT-B のほうが距離パラメータの弾力性が小さ

いので、他地域との交易が大きく評価される可能性がある。実際多くの部門において、名

古屋市、尾張地方、西三河地方、東三河地方のどれも自地域の交易係数は減少し、他地域

との交易係数が増大している事がわかる。部門合計でみると、名古屋市は県内交易の 5.1%、

尾張地方は 4.8%、西三河地方は 7.5%、東三河地方は 13.5%の減少となる。 

表 8 は、IOT-A をベースとして IOT-C の差を求めたものである。IOT-C では回帰推定値

を元に地域間交易を推計している。従って距離パラメータの値は部門によって異なるが、

財部門の平均は-1.12 となり、サービス部門の平均は-1.77 となっている。従って、IOT-A

で仮定する値-2 よりは弾性値が小さい部門が多く、財部門については IOT-B の仮定に近い

値を与えていることになる。 

  

 

 

 
                                                  
18 ここでは、各地域の県内交易に対する自･他地域の交易シェアを表す。 
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表 7 推計された交易係数の比較(IOT-B と IOT-A の差) 

 

  

部門全体では、名古屋市は 1.9%の減少、尾張地方は 2.4%の減少、西三河地方は 4.2%の

減少、東三河地方は 7.6%の減少と、表 7 に比べて変化がやや少なくなっていることがわか

る。また、名古屋市や尾張地方の自地域調達の減少分の多くは西三河地方からの移入でカ

バーされ、西三河地方の減少分は主として尾張地方から、また東三河地方の減少分は尾張

地方と西三河地方からの移入でまかなわれている。また、サービス部門では、財部門の商

業マージンと関係する商業部門、運輸マージンと関係する運輸部門、金融・保険、教育・

研究などの部門を別にすると、大きな差が見られない。 

 推計された県内交易の異なる 3 つの地域間産業連関表はどのような違いがあるのかを、

生産誘発係数の観点から比較したのが表 9 である。表 9 では、それぞれの 160 部門(4 地域

40 部門)レオンチェフ逆行列より、各部門最終需要 1 単位の増加による生産波及額を 4 地域

ごとに集計した値と総集計値が記載されている。たとえば、IOT-A 欄の第 1 行左から 5 つ

の数値は、名古屋市の農業部門の最終需要が 1 単位増加したとき、名古屋市内には 1.179

の生産が増え、尾張地方、西三河地方、東三河地方にはそれぞれ 0.083、0.018、0.006 の

生産増加があり、愛知県全体で 1.286 の生産増加をもたらすことを意味する。 

  

名→名 尾→名 西→名 東→名 名→尾 尾→尾 西→尾 東→尾 名→西 尾→西 西→西 東→西 名→東 尾→東 西→東 東→東

01 農 業 -2.2 -4.7 1.4 5.5 0.2 -4.5 1.3 3.0 1.0 8.5 -8.9 -0.6 1.3 6.8 5.1 -13.1

02 林 業 -0.5 -1.8 -4.1 6.4 0.1 -0.8 -4.2 4.8 0.0 0.4 -1.4 1.0 0.0 0.6 4.3 -4.9

03 漁 業 0.0 -9.4 5.1 4.3 0.0 -8.8 4.4 4.4 0.0 14.7 -19.0 4.3 0.0 19.2 4.8 -24.0

04 鉱 業 -2.1 -3.6 1.2 4.5 0.5 -2.6 0.4 1.6 0.8 7.1 -10.5 2.6 0.5 5.7 16.8 -23.0

05 飲 食 料 品 -8.6 0.5 5.1 3.1 2.7 -9.0 3.4 2.9 5.5 8.9 -16.3 1.9 5.8 12.8 4.0 -22.6

06 繊 維 製 品 -8.9 -0.8 5.3 4.4 1.3 -8.2 3.2 3.7 3.0 4.7 -12.0 4.2 3.0 10.1 9.4 -22.4

07 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 -6.4 -1.0 3.9 3.5 2.1 -8.8 3.2 3.6 3.7 9.3 -13.4 0.4 3.7 19.2 3.7 -26.7

08 化 学 製 品 -9.9 4.1 4.2 1.6 1.0 -6.3 3.6 1.7 3.9 4.0 -10.1 2.2 5.5 7.5 0.2 -13.2

09 石 油 ・ 石 炭 製 品 -0.6 -1.5 2.0 0.1 0.3 -2.4 2.0 0.2 0.3 5.9 -6.1 -0.2 0.4 3.0 -2.9 -0.5

10 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 -11.6 -3.0 9.4 5.2 -0.1 -13.3 8.0 5.4 2.4 6.4 -12.5 3.8 2.9 14.4 10.3 -27.5

11 陶 磁 器 -10.2 8.8 0.9 0.4 1.8 -3.3 1.0 0.5 2.6 -1.9 -1.3 0.6 4.0 4.1 0.1 -8.2

12 そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 -10.4 0.1 8.1 2.1 1.0 -8.9 6.2 1.8 2.8 5.0 -9.9 2.0 3.0 7.9 1.0 -11.9

13 鉄 鋼 -8.3 2.1 5.0 1.2 0.1 -4.7 3.6 0.9 2.4 4.4 -7.9 1.1 3.3 6.4 2.2 -11.9

14 非 鉄 金 属 -16.2 4.0 5.4 6.8 -4.2 -7.4 5.2 6.4 6.3 1.6 -7.7 -0.2 10.8 7.9 7.6 -26.4

15 金 属 製 品 -10.7 0.9 7.3 2.5 1.7 -10.8 6.4 2.7 4.8 8.0 -14.9 2.2 5.5 15.3 6.0 -26.9

16 一 般 機 械 -8.1 1.8 4.6 1.8 2.8 -8.0 3.3 1.9 4.2 3.7 -9.4 1.5 7.1 12.1 1.9 -21.0

17 電 気 機 械 -11.2 0.9 7.5 2.8 1.3 -11.2 6.8 3.1 4.3 4.8 -12.1 3.0 5.3 11.5 6.5 -23.4

18 情 報 ・ 通 信 機 器 -1.8 -8.3 8.6 1.5 0.7 -8.1 6.0 1.4 0.7 8.3 -9.9 0.9 0.7 8.0 -1.5 -7.2

19 電 子 部 品 -2.6 -10.9 12.6 0.9 0.1 -10.9 10.0 0.8 0.4 8.0 -9.2 0.8 0.5 8.6 5.1 -14.1

20 自 動 車 -11.3 -6.7 15.2 2.8 -3.0 -15.8 15.6 3.2 0.9 2.2 -6.7 3.6 1.1 3.1 11.8 -16.0

21 航 空 機 -9.1 9.1 0.0 0.0 5.4 -5.4 0.0 0.0 6.6 -6.4 -0.1 0.0 8.4 -7.4 -0.1 -0.9

22 そ の 他 の 輸 送 機 械 -4.4 -4.3 4.1 4.5 1.9 -7.2 3.2 2.1 2.1 8.2 -11.7 1.3 1.6 7.4 9.2 -18.1

23 精 密 機 械 -2.5 -3.1 2.7 3.0 1.5 -3.1 0.4 1.2 1.6 6.2 -9.4 1.7 1.1 5.9 14.1 -21.1

24 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 -4.9 -2.7 5.2 2.4 1.7 -8.3 4.1 2.5 2.2 7.0 -11.3 2.1 2.5 14.7 4.1 -21.3

25 建 設 -1.6 0.8 0.6 0.2 0.1 -0.8 0.5 0.2 1.4 0.0 -1.6 0.3 1.9 0.3 -0.3 -2.0

26 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 -13.0 4.8 6.1 2.0 0.3 -8.1 5.3 2.6 8.7 3.2 -14.4 2.6 11.6 8.1 2.8 -22.5

27 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 -8.5 -0.4 5.9 3.0 2.9 -10.2 4.1 3.3 6.5 9.9 -19.0 2.6 6.6 16.1 5.5 -28.2

28 商 業 -6.5 2.9 2.2 1.5 -0.1 -3.7 2.3 1.5 3.9 0.5 -6.4 2.0 9.8 2.7 2.4 -14.9

29 金 融 ・ 保 険 -11.3 2.8 5.3 3.1 1.2 -8.2 3.4 3.6 13.4 3.0 -18.5 2.1 16.4 8.1 6.3 -30.8

30 不 動 産 -1.1 0.4 0.4 0.2 0.2 -0.7 0.3 0.2 1.4 0.0 -1.7 0.2 1.8 0.6 0.1 -2.5

31 運 輸 -5.2 2.8 1.5 0.9 1.6 -4.6 1.7 1.3 3.7 0.7 -5.8 1.4 6.3 4.7 1.8 -12.8

32 情 報 通 信 -3.9 1.4 1.6 0.9 -1.2 -1.9 1.7 1.4 4.6 -0.8 -5.7 1.9 15.4 0.1 -1.0 -14.5

33 公 務 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

34 教 育 ・ 研 究 -4.6 -0.8 4.2 1.2 0.0 -7.1 5.1 2.0 2.3 5.1 -9.9 2.5 2.2 6.4 6.8 -15.4

35 医療・ 保健・社会保障・ 介護 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

36 そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス -12.2 3.8 5.1 3.4 1.9 -9.2 3.5 3.8 11.7 3.8 -17.7 2.2 14.3 10.4 6.1 -30.8

37 対 事 業 所 サ ー ビ ス -10.2 3.3 5.3 1.6 0.0 -6.8 4.5 2.3 10.6 1.2 -14.1 2.4 15.1 4.5 1.0 -20.7

38 対 個 人 サ ー ビ ス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

39 事 務 用 品 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

40 分 類 不 明 -10.8 0.6 7.1 3.1 4.0 -9.5 2.5 2.9 9.6 8.1 -20.1 2.4 9.2 11.1 10.4 -30.7

内 生 部 門 計 -5.1 1.1 2.8 1.2 0.2 -4.8 3.1 1.5 3.1 2.4 -7.5 2.0 5.0 4.2 4.3 -13.5

名古屋市 尾張地方 西三河地方 東三河地方



13 
 

表 8 推計された交易係数の比較(IO-C と IO-A の差) 

 

 

第 1 行の右に続く次の 5 つの数値は、IOT-B の生産波及額と IOT-A の生産波及額の差を

求めたものである。これによれば、名古屋市の農業部門の最終需要の 1 単位増加により、

名古屋市への生産波及額は 0.024 だけ IOT-B の方が小さく、その分尾張地方、西三河地方、

東三河地方にそれぞれ 0.005、0.012、0.007 だけ大きくなるが、愛知県全体としてみると

生産波及額はほとんど変わらないということを示す。 

 以下、表からみられる特徴を整理する。第 1 に、地域別部門別の生産誘発額の大きさを

愛知県全体で評価すれば、IOT-A、IOT-B、IOT-C の 3 つの効果はほぼ同じ値を示している

ことがわかる。 

第 2 は、IOT-B も IOT-C も、IOT-A と比較すると距離パラメータの弾性値が小さいため、

両ケースとも名古屋市の場合で言えば、名古屋市の生産誘発額は減少し、その分尾張地方、

西三河地方、東三河地方に分散している事がわかる。同様に、尾張地方の最終需要にかか

る生産誘発額は、当該地域である尾張地方の生産誘発額が減少し、西三河地方や東三河地

方の生産誘発額の増加がみられる。同時に、名古屋市の生産誘発額は効果は少ないがやや

減少している。これは名古屋市と尾張地方のつながりが強いためと考えられる。西三河地

方の場合は、当該地域である西三河地方の生産誘発額が小さくなり、その分名古屋市、尾

名→名 尾→名 西→名 東→名 名→尾 尾→尾 西→尾 東→尾 名→西 尾→西 西→西 東→西 名→東 尾→東 西→東 東→東

01 農 業 -0.8 -2.4 0.5 2.7 0.2 -1.5 0.5 0.9 0.3 3.8 -3.4 -0.7 0.3 2.2 2.1 -4.6

02 林 業 0.0 -0.1 0.2 -0.1 0.0 0.0 0.5 -0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.3 0.3

03 漁 業 0.0 -6.6 3.8 2.9 0.0 -6.3 3.2 3.0 0.0 10.9 -14.2 3.4 0.0 13.1 3.9 -17.0

04 鉱 業 -0.8 -1.7 0.7 1.8 0.3 -1.8 0.5 1.0 0.2 4.4 -6.0 1.3 0.1 3.0 8.1 -11.2

05 飲 食 料 品 -5.5 0.0 3.4 2.1 2.0 -6.2 2.3 1.9 3.5 6.7 -11.5 1.3 2.8 8.5 3.5 -14.8

06 繊 維 製 品 -10.2 -1.9 6.4 5.7 1.4 -8.7 3.2 4.1 3.7 5.6 -13.9 4.7 3.5 10.9 11.6 -26.0

07 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 -3.6 -0.3 2.2 1.8 1.3 -4.8 1.7 1.8 2.1 5.3 -7.4 0.1 1.7 9.1 2.4 -13.2

08 化 学 製 品 -11.1 3.8 5.1 2.2 1.2 -6.8 3.8 1.8 4.4 4.7 -11.3 2.2 6.0 8.5 0.2 -14.8

09 石 油 ・ 石 炭 製 品 -0.1 -0.3 0.4 0.0 0.1 -0.4 0.4 0.0 0.1 1.1 -1.2 0.0 0.1 0.4 -0.5 0.0

10 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 -8.5 -1.4 6.5 3.3 0.1 -9.5 5.7 3.7 1.7 4.5 -9.0 2.9 1.8 9.8 7.7 -19.3

11 陶 磁 器 -10.9 9.4 1.0 0.5 1.9 -3.5 1.1 0.6 2.8 -2.0 -1.4 0.6 4.3 4.4 0.1 -8.8

12 そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 -5.4 0.9 4.0 0.5 0.6 -4.7 3.4 0.7 1.5 2.5 -5.1 1.2 1.4 3.5 0.3 -5.2

13 鉄 鋼 -5.5 1.6 3.2 0.7 0.2 -3.0 2.3 0.5 1.5 2.8 -5.1 0.7 2.1 3.7 1.2 -7.0

14 非 鉄 金 属 -15.5 3.9 5.1 6.5 -4.0 -7.2 5.0 6.1 6.1 1.5 -7.4 -0.2 10.3 7.6 7.4 -25.3

15 金 属 製 品 -6.4 1.0 4.0 1.3 1.3 -6.5 3.7 1.5 2.7 4.5 -8.8 1.5 2.9 8.6 4.2 -15.7

16 一 般 機 械 -9.4 2.3 4.9 2.3 3.2 -8.9 3.4 2.3 4.8 3.7 -9.9 1.4 8.6 13.7 2.0 -24.4

17 電 気 機 械 -13.0 0.6 9.0 3.5 1.3 -12.7 7.8 3.6 5.1 5.6 -13.8 3.1 6.4 13.4 6.9 -26.7

18 情 報 ・ 通 信 機 器 -2.6 -11.3 11.4 2.5 0.9 -11.1 8.0 2.2 1.1 11.2 -13.4 1.0 1.1 11.2 -1.7 -10.6

19 電 子 部 品 -3.7 -17.1 19.5 1.3 -0.1 -16.7 15.7 1.2 0.7 12.4 -14.1 1.0 0.7 12.7 4.9 -18.3

20 自 動 車 -10.3 -5.8 13.3 2.9 -2.7 -14.3 14.2 2.7 0.8 1.9 -6.0 3.2 1.0 2.8 10.6 -14.3

21 航 空 機 -8.1 8.1 0.0 0.0 4.8 -4.8 0.0 0.0 5.8 -5.7 -0.1 0.0 7.4 -6.4 -0.1 -0.9

22 そ の 他 の 輸 送 機 械 -3.1 -3.5 3.8 2.8 1.2 -6.5 2.9 2.4 1.7 7.3 -10.9 1.9 1.1 6.1 8.6 -15.8

23 精 密 機 械 -3.1 -3.8 3.2 3.6 1.7 -3.7 0.6 1.4 2.0 7.4 -11.2 1.8 1.5 7.3 16.2 -25.0

24 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 -1.0 -0.6 0.7 0.9 0.2 -2.9 1.4 1.3 0.5 1.8 -3.8 1.5 0.7 6.3 4.2 -11.2

25 建 設 0.4 -0.3 -0.1 0.0 0.0 0.2 -0.2 0.0 -0.3 0.0 0.4 -0.1 -0.4 0.0 0.0 0.4

26 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 8.3 -5.2 -2.7 -0.4 -1.2 6.6 -4.3 -1.1 -5.2 -2.2 10.1 -2.8 -4.6 -4.2 -4.3 13.0

27 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 3.2 -0.4 -2.1 -0.7 -1.7 4.7 -2.0 -1.0 -2.1 -4.6 8.4 -1.7 -1.3 -4.9 -3.6 9.8

28 商 業 -5.2 2.3 1.7 1.1 -0.2 -3.0 2.0 1.2 3.2 0.5 -5.5 1.8 8.1 2.0 2.2 -12.3

29 金 融 ・ 保 険 -8.0 1.6 3.9 2.5 1.8 -5.3 1.5 2.0 8.9 2.3 -11.9 0.7 9.9 5.6 4.1 -19.6

30 不 動 産 0.3 -0.2 -0.1 0.0 -0.1 0.3 -0.1 -0.1 -0.4 0.0 0.5 -0.1 -0.3 -0.2 -0.1 0.6

31 運 輸 -4.3 2.6 1.1 0.6 1.4 -3.7 1.3 1.0 3.1 0.2 -4.6 1.3 4.9 3.1 1.6 -9.6

32 情 報 通 信 0.0 -0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 -0.1 0.1 -0.2 0.2 -0.1 0.0 0.1 0.4 0.1 -0.7

33 公 務 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

34 教 育 ・ 研 究 -2.4 -0.4 2.2 0.6 0.0 -4.3 3.1 1.2 1.3 3.1 -6.0 1.7 1.0 3.6 4.9 -9.5

35 医療・ 保健・社会保障・ 介護 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

36 そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス 0.3 -0.1 -0.1 0.0 -0.1 0.2 -0.1 -0.1 -0.3 -0.1 0.5 -0.1 -0.2 -0.2 -0.2 0.6

37 対 事 業 所 サ ー ビ ス 0.5 -0.2 -0.3 0.0 -0.7 1.2 -0.4 -0.1 -0.2 -0.9 1.2 -0.1 0.6 -0.5 -0.8 0.7

38 対 個 人 サ ー ビ ス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

39 事 務 用 品 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

40 分 類 不 明 6.1 -7.9 -0.5 2.2 -7.5 11.6 -4.9 0.7 -0.7 -3.2 6.0 -2.1 1.7 0.8 4.6 -7.1

187 内 生 部 門 計 -1.9 0.1 1.2 0.6 0.0 -2.4 1.7 0.7 1.2 1.6 -4.2 1.3 2.0 2.4 3.3 -7.6

尾張地方 西三河地方 東三河地方名古屋市
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張地方、および東三河地方の生産誘発額が増加している。また、東三河地方では、当該地

域の生産誘発額が下がる一方、他の地方の生産誘発額の増加がみられる。 

表 9 の最下 4 行には 4 地域それぞれの 40 部門平均値が求められている。IOT-B、IOT-C

では、名古屋市の最終需要の場合、名古屋市の減少と西三河地方の増加が対応している。

これは名古屋市と西三河地方の間の交易がより大きく評価されたことを意味する。尾張地

方の最終需要に関しては、西三河地方と東三河地方との交易がより強調される。また、西

三河地方の最終需要に関しては、名古屋市および尾張地方との交易が、東三河地方の最終

需要の場合は、名古屋市、尾張地方、西三河地方すべてとの交易がより強調されることに

なる。 

このように、グラビティ･RAS 法により県内地域間交易を推計するとしても、どのような

パラメータを与えるかによって地域間交易の推計値が異なるため、最終的な産業連関表の

値や、その表を用いて行う分析結果も異なってくる。県内地域間交易のみの差であるため、

愛知県全体の効果を求めれば大きな差は無いかもしれないが、県内の地域ごとに見ていく

と、わずかではあるがその効果が異なってくることが明らかとなった。 

 

  

６ おわりに 

 ここでは、愛知県を事例としてグラビティ･RAS 法による県内地域間産業連関表の作成方

法について検討した。本来は県内地域間交易についてもサーベイ法などの統計調査をもと

に作成していくべきであるが、そのような一次統計が得られない場合には、何らかのモデ

ルを利用したノン･サーベイ法による推計がなされる。RAS 法、LQ 法、グラビティ・モデ

ルなどがそれにあたる。山田・大脇(2012)では、グラビティ・モデルと RAS 法を組み合わ

せたグラビティ・RAS 法による地域間交易の推計を行った。その際、グラビティ・モデル

のパラメータは与件として値を与える方法がとられた。ここでは、その代替的な方法とし

て考えられるグラビティ・モデルの回帰推定値を利用する方法により、どの程度最終的な

産業連関表が修正されるかについて検討した。 

 グラビティ・モデルの推計に関しては、自地域交易を含めないモデルと自地域交易を含

めたモデルの推定を行った。前者の方が推計される弾性値のばらつきが小さく、後者の方

が大きい。距離パラメータの弾性値については前者の方が小さな値を与え、後者は財部門

の値は平均値で 1 に近く、サービス部門では平均値で 2 に近いことがわかった。ここでは、

その利用目的にあわせて、自地域を含めたグラビティ・モデルのパラメータ推計値を用い

た。 

 さらにグラビティ・RAS 法の初期値として 3 つの異なるパラメータ値を与えて地域間産

業連関表を作成し、推計された地域間交易と生産誘発係数の違いについて比較検討を行っ

た。 
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表 9 生産誘発係数の比較 

 

 

 

名古屋
市

尾張地
方

西三河
地方

東三河
地方 合計

名古屋
市

尾張地
方

西三河
地方

東三河
地方 合計

名古屋
市

尾張地
方

西三河
地方

東三河
地方 合計

01 農 業 1.179 0.083 0.018 0.006 1.286 -0.024 0.005 0.012 0.007 0.000 -0.003 -0.002 0.003 0.003 0.000

02 林 業 1.286 0.057 0.017 0.004 1.364 -0.017 0.002 0.010 0.005 0.000 -0.002 -0.003 0.002 0.003 0.000

03 漁 業 1.000 0.000 0.000 0.000 1.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

04 鉱 業 1.368 0.155 0.036 0.008 1.567 -0.050 0.010 0.028 0.013 0.000 -0.005 -0.003 0.004 0.004 0.000

05 飲 食 料 品 1.199 0.153 0.039 0.020 1.412 -0.026 -0.002 0.017 0.012 0.000 -0.010 -0.003 0.008 0.006 0.000

06 繊 維 製 品 1.209 0.127 0.034 0.011 1.382 -0.029 0.001 0.017 0.010 0.000 -0.015 -0.004 0.010 0.009 0.000

07 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 1.197 0.112 0.024 0.007 1.339 -0.027 0.003 0.016 0.009 0.000 -0.010 -0.001 0.006 0.004 0.000

08 化 学 製 品 1.275 0.156 0.038 0.007 1.476 -0.045 0.006 0.029 0.011 0.002 -0.021 0.002 0.014 0.006 0.001

09 石 油 ・ 石 炭 製 品 1.039 0.027 0.004 0.001 1.071 -0.006 0.001 0.003 0.001 0.000 -0.001 0.000 0.001 0.000 0.000

10 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1.244 0.200 0.044 0.011 1.500 -0.046 -0.004 0.034 0.017 0.000 -0.027 -0.004 0.020 0.010 0.000

11 陶 磁 器 1.244 0.162 0.037 0.008 1.452 -0.037 0.002 0.024 0.011 0.001 -0.015 -0.001 0.011 0.006 0.000

12 そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 1.248 0.135 0.038 0.008 1.428 -0.037 0.004 0.023 0.010 0.000 -0.012 -0.002 0.009 0.004 0.000

13 鉄 鋼 1.229 0.617 0.032 0.005 1.883 -0.035 0.000 0.025 0.007 -0.002 -0.020 0.002 0.012 0.003 -0.002

14 非 鉄 金 属 1.226 0.091 0.022 0.009 1.348 -0.036 0.005 0.018 0.013 0.000 -0.021 0.001 0.010 0.010 0.000

15 金 属 製 品 1.253 0.204 0.034 0.006 1.498 -0.044 0.004 0.028 0.011 -0.002 -0.019 0.001 0.012 0.005 -0.001

16 一 般 機 械 1.256 0.197 0.059 0.008 1.520 -0.041 -0.002 0.031 0.012 0.000 -0.026 -0.005 0.023 0.008 0.000

17 電 気 機 械 1.265 0.197 0.064 0.009 1.535 -0.046 -0.005 0.037 0.014 0.001 -0.029 -0.008 0.028 0.010 0.001

18 情 報 ・ 通 信 機 器 1.229 0.219 0.138 0.012 1.598 -0.032 -0.021 0.042 0.012 0.001 -0.022 -0.032 0.046 0.009 0.001

19 電 子 部 品 1.230 0.271 0.173 0.013 1.686 -0.039 -0.027 0.053 0.015 0.002 -0.026 -0.041 0.058 0.010 0.001

20 自 動 車 1.303 0.309 0.219 0.019 1.849 -0.092 -0.052 0.122 0.030 0.007 -0.077 -0.048 0.107 0.024 0.006

21 航 空 機 1.227 0.145 0.026 0.005 1.403 -0.036 0.010 0.019 0.008 0.001 -0.020 0.006 0.010 0.005 0.000

22 そ の 他 の 輸 送 機 械 1.268 0.249 0.101 0.029 1.647 -0.052 -0.014 0.050 0.017 0.001 -0.034 -0.015 0.037 0.012 0.001

23 精 密 機 械 1.219 0.186 0.096 0.011 1.511 -0.035 -0.012 0.036 0.012 0.001 -0.022 -0.019 0.033 0.008 0.001

24 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 1.203 0.120 0.026 0.007 1.355 -0.029 0.001 0.018 0.009 0.000 -0.014 -0.001 0.009 0.005 0.000

25 建 設 1.229 0.121 0.026 0.006 1.382 -0.031 0.004 0.018 0.008 0.000 -0.012 0.000 0.007 0.004 0.000

26 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 1.258 0.102 0.022 0.004 1.386 -0.035 0.008 0.020 0.008 0.000 -0.003 -0.003 0.004 0.003 0.000

27 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 1.301 0.115 0.027 0.006 1.448 -0.043 0.009 0.023 0.010 0.000 0.005 -0.006 0.000 0.002 0.000

28 商 業 1.235 0.068 0.017 0.004 1.324 -0.026 0.005 0.014 0.007 0.000 -0.007 0.000 0.005 0.003 0.000

29 金 融 ・ 保 険 1.290 0.070 0.019 0.004 1.384 -0.032 0.007 0.017 0.008 0.000 -0.013 0.001 0.007 0.005 0.000

30 不 動 産 1.122 0.031 0.009 0.002 1.164 -0.016 0.004 0.008 0.004 0.000 -0.005 0.000 0.003 0.002 0.000

31 運 輸 1.279 0.089 0.018 0.010 1.397 -0.029 0.008 0.015 0.007 0.000 -0.006 0.001 0.003 0.003 0.000

32 情 報 通 信 1.303 0.075 0.021 0.004 1.403 -0.030 0.006 0.017 0.007 0.000 -0.004 -0.001 0.003 0.002 0.000

33 公 務 1.203 0.082 0.019 0.004 1.308 -0.024 0.004 0.014 0.006 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.001 0.000

34 教 育 ・ 研 究 1.163 0.059 0.014 0.003 1.240 -0.020 0.004 0.011 0.005 0.000 0.001 -0.003 0.001 0.001 0.000

35 医療・保健・社会保障・介護 1.195 0.068 0.016 0.004 1.283 -0.019 0.004 0.011 0.005 0.000 -0.005 0.000 0.003 0.002 0.000

36 そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス 1.235 0.076 0.017 0.004 1.332 -0.025 0.004 0.014 0.006 0.000 -0.005 0.000 0.003 0.002 0.000

37 対 事 業 所 サ ー ビ ス 1.267 0.078 0.032 0.005 1.381 -0.030 0.002 0.020 0.008 0.000 -0.010 -0.004 0.010 0.004 0.000

38 対 個 人 サ ー ビ ス 1.223 0.102 0.023 0.011 1.359 -0.026 0.004 0.014 0.008 0.000 -0.005 -0.001 0.003 0.003 0.000

39 事 務 用 品 1.231 0.182 0.043 0.013 1.470 -0.026 -0.005 0.019 0.013 0.000 -0.020 -0.005 0.016 0.010 0.000

40 分 類 不 明 1.910 0.246 0.068 0.016 2.241 -0.097 0.014 0.055 0.029 0.001 -0.071 0.010 0.039 0.023 0.001

01 農 業 0.154 1.177 0.036 0.021 1.388 -0.003 -0.020 0.013 0.011 0.000 -0.002 -0.004 0.003 0.003 0.000

02 林 業 0.097 1.334 0.033 0.010 1.473 0.001 -0.015 0.007 0.006 0.000 -0.003 0.001 0.000 0.002 0.000

03 漁 業 0.121 1.170 0.038 0.016 1.345 -0.001 -0.018 0.011 0.009 0.000 -0.001 -0.007 0.003 0.004 0.000

04 鉱 業 0.237 1.216 0.055 0.013 1.521 -0.001 -0.029 0.018 0.012 0.000 -0.004 0.002 0.000 0.002 0.000

05 飲 食 料 品 0.139 1.193 0.052 0.031 1.416 0.000 -0.024 0.013 0.010 0.000 -0.001 -0.010 0.006 0.005 0.000

06 繊 維 製 品 0.139 1.165 0.046 0.016 1.366 -0.001 -0.020 0.012 0.010 0.000 -0.001 -0.011 0.005 0.006 0.000

07 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 0.140 1.150 0.034 0.011 1.335 -0.002 -0.019 0.013 0.008 0.000 -0.001 -0.006 0.004 0.003 0.000

08 化 学 製 品 0.190 1.219 0.056 0.011 1.476 -0.004 -0.031 0.023 0.012 0.001 -0.002 -0.016 0.012 0.006 0.000

09 石 油 ・ 石 炭 製 品 0.026 1.034 0.005 0.001 1.066 0.000 -0.003 0.002 0.001 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.000 0.000

10 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 0.162 1.259 0.062 0.017 1.500 -0.005 -0.041 0.028 0.017 0.000 -0.003 -0.024 0.017 0.011 0.000

11 陶 磁 器 0.164 1.220 0.054 0.013 1.452 0.000 -0.029 0.019 0.011 0.000 -0.001 -0.012 0.008 0.005 0.000

12 そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 0.168 1.198 0.057 0.013 1.437 -0.001 -0.027 0.018 0.010 0.000 -0.001 -0.009 0.007 0.004 0.000

13 鉄 鋼 0.148 1.533 0.039 0.007 1.726 -0.002 -0.025 0.019 0.008 0.001 -0.001 -0.007 0.007 0.002 0.000

14 非 鉄 金 属 0.155 1.138 0.036 0.019 1.349 -0.003 -0.022 0.014 0.012 0.000 -0.002 -0.013 0.007 0.009 0.000

15 金 属 製 品 0.167 1.263 0.049 0.011 1.490 -0.003 -0.031 0.023 0.011 0.000 -0.002 -0.012 0.010 0.005 0.000

16 一 般 機 械 0.170 1.251 0.077 0.013 1.511 -0.001 -0.035 0.024 0.012 0.000 0.000 -0.024 0.016 0.008 0.000

17 電 気 機 械 0.179 1.259 0.087 0.015 1.540 -0.003 -0.041 0.030 0.014 0.000 -0.003 -0.030 0.023 0.010 0.000

18 情 報 ・ 通 信 機 器 0.166 1.257 0.159 0.017 1.599 -0.002 -0.042 0.033 0.012 0.000 -0.003 -0.041 0.036 0.008 0.000

19 電 子 部 品 0.155 1.314 0.201 0.018 1.689 -0.001 -0.053 0.041 0.015 0.001 -0.003 -0.052 0.045 0.010 0.000

20 自 動 車 0.187 1.361 0.276 0.027 1.851 -0.019 -0.092 0.088 0.029 0.005 -0.018 -0.078 0.078 0.024 0.005

21 航 空 機 0.147 1.210 0.038 0.009 1.404 0.003 -0.026 0.015 0.009 0.000 0.003 -0.015 0.007 0.005 0.000

22 そ の 他 の 輸 送 機 械 0.180 1.313 0.162 0.031 1.686 -0.006 -0.055 0.044 0.018 0.002 -0.005 -0.040 0.034 0.013 0.002

23 精 密 機 械 0.152 1.228 0.118 0.016 1.514 -0.002 -0.038 0.028 0.012 0.000 -0.002 -0.032 0.027 0.008 0.000

24 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 0.147 1.175 0.041 0.012 1.375 -0.002 -0.025 0.016 0.010 0.000 -0.001 -0.013 0.008 0.006 0.000

25 建 設 0.163 1.167 0.040 0.011 1.381 -0.001 -0.022 0.015 0.009 0.000 -0.001 -0.009 0.006 0.004 0.000

26 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 0.177 1.147 0.034 0.007 1.365 -0.003 -0.020 0.015 0.008 0.000 -0.001 -0.002 0.001 0.002 0.000

27 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 0.191 1.170 0.040 0.009 1.411 -0.002 -0.024 0.016 0.010 0.000 -0.003 0.004 -0.002 0.001 0.000

28 商 業 0.176 1.120 0.031 0.008 1.335 -0.002 -0.018 0.011 0.008 0.000 -0.001 -0.004 0.002 0.003 0.000

29 金 融 ・ 保 険 0.215 1.127 0.036 0.009 1.386 -0.002 -0.020 0.013 0.009 0.000 0.000 -0.010 0.005 0.005 0.000

30 不 動 産 0.086 1.054 0.016 0.004 1.160 0.000 -0.009 0.006 0.004 0.000 0.000 -0.003 0.001 0.002 0.000

31 運 輸 0.166 1.178 0.031 0.011 1.386 0.001 -0.020 0.011 0.008 0.000 -0.001 -0.003 0.001 0.002 0.000

32 情 報 通 信 0.211 1.120 0.033 0.006 1.371 -0.004 -0.017 0.013 0.008 0.000 -0.002 -0.002 0.002 0.002 0.000

33 公 務 0.145 1.126 0.030 0.006 1.307 -0.001 -0.017 0.011 0.007 0.000 -0.002 0.001 0.000 0.000 0.000

34 教 育 ・ 研 究 0.160 1.126 0.034 0.008 1.327 -0.002 -0.017 0.012 0.007 0.000 -0.002 0.001 0.000 0.001 0.000

35 医療・保健・社会保障・介護 0.128 1.123 0.025 0.007 1.282 -0.001 -0.012 0.009 0.005 0.000 0.000 -0.004 0.002 0.002 0.000

36 そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス 0.174 1.123 0.028 0.007 1.332 -0.002 -0.016 0.012 0.007 0.000 -0.001 -0.003 0.002 0.002 0.000

37 対 事 業 所 サ ー ビ ス 0.173 1.140 0.072 0.012 1.398 -0.005 -0.026 0.022 0.010 0.001 -0.003 -0.016 0.014 0.006 0.001

38 対 個 人 サ ー ビ ス 0.156 1.151 0.034 0.015 1.355 0.000 -0.018 0.011 0.007 0.000 -0.001 -0.003 0.002 0.002 0.000

39 事 務 用 品 0.167 1.229 0.055 0.019 1.470 0.000 -0.028 0.016 0.012 0.000 0.001 -0.023 0.013 0.009 0.000

40 分 類 不 明 0.480 1.603 0.123 0.036 2.241 0.004 -0.070 0.036 0.029 0.000 0.007 -0.053 0.023 0.023 0.000

IOT-A (IOT-B) - (IOT-A) (IOT-C) - (IOT-A)

名古屋市

尾張地方
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表 9 生産誘発係数の比較(つづき) 

 

名古屋
市

尾張地
方

西三河
地方

東三河
地方 合計

名古屋
市

尾張地
方

西三河
地方

東三河
地方 合計

名古屋
市

尾張地
方

西三河
地方

東三河
地方 合計

01 農 業 0.109 0.118 1.126 0.037 1.389 0.015 0.007 -0.032 0.010 0.000 0.002 0.002 -0.006 0.001 0.000

02 林 業 0.060 0.059 1.343 0.020 1.482 0.017 0.008 -0.029 0.004 0.000 0.004 0.000 -0.003 0.000 0.000

03 漁 業 0.084 0.099 1.127 0.034 1.345 0.014 0.015 -0.034 0.005 0.000 0.004 0.010 -0.014 0.000 0.000

04 鉱 業 0.148 0.133 1.217 0.034 1.532 0.041 0.014 -0.062 0.008 0.001 0.004 -0.005 0.003 -0.002 0.000

05 飲 食 料 品 0.101 0.104 1.165 0.053 1.422 0.017 0.021 -0.042 0.005 0.000 0.006 0.011 -0.019 0.002 0.000

06 繊 維 製 品 0.095 0.094 1.145 0.033 1.367 0.017 0.010 -0.034 0.008 0.000 0.008 0.006 -0.020 0.005 0.000

07 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 0.103 0.101 1.130 0.028 1.361 0.016 0.011 -0.032 0.005 0.000 0.006 0.005 -0.013 0.002 0.000

08 化 学 製 品 0.140 0.136 1.189 0.026 1.490 0.021 0.014 -0.044 0.010 0.000 0.006 0.007 -0.017 0.004 0.000

09 石 油 ・ 石 炭 製 品 0.018 0.025 1.022 0.003 1.068 0.003 0.002 -0.006 0.001 0.000 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.000

10 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 0.111 0.143 1.207 0.041 1.501 0.017 0.017 -0.045 0.011 0.000 0.006 0.010 -0.023 0.007 0.000

11 陶 磁 器 0.110 0.126 1.186 0.031 1.453 0.023 0.016 -0.046 0.007 0.000 0.008 0.007 -0.018 0.002 0.000

12 そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 0.112 0.106 1.180 0.027 1.424 0.024 0.013 -0.043 0.007 0.000 0.005 0.004 -0.011 0.002 0.000

13 鉄 鋼 0.133 0.457 1.168 0.017 1.775 0.018 0.008 -0.032 0.007 0.000 0.005 0.005 -0.012 0.002 0.000

14 非 鉄 金 属 0.097 0.074 1.124 0.050 1.345 0.021 0.010 -0.031 0.000 0.000 0.012 0.005 -0.015 -0.002 0.000

15 金 属 製 品 0.106 0.159 1.165 0.027 1.457 0.019 0.013 -0.037 0.006 0.000 0.006 0.005 -0.012 0.001 0.000

16 一 般 機 械 0.102 0.130 1.212 0.026 1.469 0.020 0.017 -0.043 0.007 0.000 0.009 0.012 -0.024 0.003 0.000

17 電 気 機 械 0.120 0.137 1.246 0.034 1.538 0.021 0.018 -0.049 0.009 0.000 0.010 0.015 -0.031 0.006 0.000

18 情 報 ・ 通 信 機 器 0.120 0.120 1.327 0.032 1.600 0.018 0.026 -0.052 0.009 0.000 0.008 0.029 -0.043 0.005 0.000

19 電 子 部 品 0.105 0.140 1.412 0.034 1.692 0.021 0.033 -0.065 0.010 -0.001 0.008 0.038 -0.053 0.006 -0.001

20 自 動 車 0.115 0.174 1.574 0.047 1.910 0.018 0.017 -0.060 0.025 0.000 0.009 0.013 -0.042 0.021 0.000

21 航 空 機 0.107 0.160 1.117 0.020 1.404 0.020 -0.001 -0.025 0.006 0.000 0.010 -0.004 -0.009 0.002 0.000

22 そ の 他 の 輸 送 機 械 0.120 0.164 1.398 0.045 1.727 0.022 0.022 -0.060 0.016 0.000 0.009 0.016 -0.038 0.012 0.000

23 精 密 機 械 0.102 0.110 1.271 0.032 1.514 0.019 0.021 -0.049 0.008 0.000 0.009 0.021 -0.035 0.005 0.000

24 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 0.101 0.100 1.146 0.030 1.378 0.019 0.011 -0.035 0.006 0.000 0.008 0.005 -0.016 0.003 0.000

25 建 設 0.108 0.102 1.143 0.026 1.378 0.022 0.010 -0.037 0.005 0.001 0.006 0.004 -0.012 0.002 0.000

26 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 0.119 0.101 1.147 0.020 1.386 0.027 0.008 -0.040 0.006 0.000 0.001 0.001 -0.002 0.000 0.000

27 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 0.124 0.102 1.165 0.024 1.415 0.029 0.009 -0.044 0.007 0.001 -0.004 -0.003 0.008 -0.002 0.000

28 商 業 0.118 0.069 1.125 0.020 1.332 0.024 0.006 -0.035 0.005 0.000 0.007 0.001 -0.008 0.000 0.000

29 金 融 ・ 保 険 0.142 0.073 1.145 0.025 1.385 0.030 0.006 -0.042 0.006 0.000 0.015 0.003 -0.019 0.002 0.000

30 不 動 産 0.051 0.034 1.063 0.011 1.159 0.016 0.002 -0.020 0.002 0.000 0.006 0.002 -0.008 0.000 0.000

31 運 輸 0.093 0.086 1.113 0.026 1.318 0.022 0.007 -0.033 0.004 0.001 0.003 -0.003 0.001 -0.001 0.000

32 情 報 通 信 0.149 0.076 1.140 0.018 1.383 0.025 0.004 -0.036 0.007 0.000 0.003 0.000 -0.003 0.001 0.000

33 公 務 0.097 0.072 1.121 0.016 1.306 0.019 0.008 -0.033 0.005 0.000 -0.001 -0.003 0.004 -0.001 0.000

34 教 育 ・ 研 究 0.123 0.082 1.149 0.022 1.376 0.026 0.008 -0.040 0.006 0.000 0.002 0.000 -0.001 -0.001 0.000

35 医療・保健・社会保障・介護 0.085 0.062 1.118 0.016 1.280 0.015 0.005 -0.024 0.004 0.000 0.004 0.002 -0.006 0.001 0.000

36 そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス 0.119 0.071 1.123 0.017 1.331 0.021 0.006 -0.032 0.006 0.000 0.003 0.000 -0.004 0.001 0.000

37 対 事 業 所 サ ー ビ ス 0.106 0.070 1.161 0.021 1.358 0.022 0.006 -0.034 0.007 0.000 0.007 0.003 -0.013 0.003 0.000

38 対 個 人 サ ー ビ ス 0.107 0.084 1.137 0.029 1.356 0.020 0.010 -0.034 0.005 0.000 0.004 0.002 -0.006 0.001 0.000

39 事 務 用 品 0.122 0.126 1.177 0.045 1.470 0.015 0.020 -0.039 0.004 0.000 0.012 0.017 -0.033 0.004 0.000

40 分 類 不 明 0.277 0.215 1.653 0.096 2.241 0.096 0.029 -0.137 0.013 0.000 0.078 0.019 -0.105 0.007 0.000

01 農 業 0.073 0.087 0.060 1.161 1.381 0.028 0.021 0.007 -0.055 0.000 0.008 0.007 0.004 -0.019 0.000

02 林 業 0.039 0.042 0.049 1.353 1.483 0.026 0.018 0.008 -0.052 0.000 0.009 0.006 0.004 -0.019 0.000

03 漁 業 0.058 0.071 0.055 1.161 1.345 0.024 0.028 0.010 -0.063 0.000 0.009 0.015 0.007 -0.031 0.000

04 鉱 業 0.095 0.102 0.107 1.249 1.553 0.066 0.036 0.011 -0.113 0.000 0.017 0.004 -0.003 -0.017 0.000

05 飲 食 料 品 0.074 0.069 0.070 1.248 1.462 0.028 0.037 0.017 -0.083 0.000 0.012 0.017 0.009 -0.038 0.000

06 繊 維 製 品 0.067 0.066 0.064 1.168 1.364 0.030 0.024 0.013 -0.067 0.000 0.015 0.016 0.012 -0.043 0.000

07 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 0.065 0.055 0.052 1.130 1.301 0.026 0.020 0.008 -0.054 0.000 0.011 0.008 0.004 -0.023 0.000

08 化 学 製 品 0.100 0.107 0.096 1.173 1.476 0.037 0.029 0.010 -0.077 0.000 0.013 0.013 0.005 -0.032 0.000

09 石 油 ・ 石 炭 製 品 0.069 0.101 0.064 1.107 1.341 0.027 0.015 0.004 -0.045 0.000 0.009 0.005 0.003 -0.016 0.000

10 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 0.080 0.092 0.093 1.235 1.501 0.032 0.043 0.023 -0.099 0.000 0.014 0.026 0.017 -0.057 0.000

11 陶 磁 器 0.077 0.091 0.090 1.194 1.452 0.037 0.036 0.013 -0.086 0.000 0.015 0.016 0.010 -0.041 0.000

12 そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 0.076 0.083 0.089 1.177 1.425 0.039 0.027 0.011 -0.078 0.000 0.013 0.011 0.007 -0.030 0.000

13 鉄 鋼 0.112 0.371 0.125 1.124 1.732 0.032 0.020 0.001 -0.051 0.001 0.013 0.011 -0.002 -0.021 0.001

14 非 鉄 金 属 0.063 0.049 0.058 1.183 1.353 0.034 0.023 0.011 -0.069 0.000 0.018 0.014 0.009 -0.041 0.000

15 金 属 製 品 0.080 0.137 0.093 1.170 1.480 0.034 0.031 0.010 -0.074 0.001 0.013 0.011 0.004 -0.028 0.000

16 一 般 機 械 0.080 0.104 0.115 1.191 1.491 0.036 0.037 0.014 -0.087 0.000 0.021 0.028 0.011 -0.060 0.000

17 電 気 機 械 0.086 0.099 0.128 1.220 1.533 0.038 0.040 0.021 -0.099 0.000 0.020 0.030 0.018 -0.067 0.000

18 情 報 ・ 通 信 機 器 0.088 0.094 0.232 1.188 1.602 0.031 0.041 0.015 -0.087 0.000 0.015 0.040 0.013 -0.069 0.000

19 電 子 部 品 0.079 0.115 0.274 1.224 1.692 0.034 0.050 0.020 -0.104 -0.001 0.015 0.047 0.016 -0.078 0.000

20 自 動 車 0.092 0.151 0.419 1.315 1.975 0.030 0.035 0.055 -0.125 -0.005 0.017 0.026 0.051 -0.098 -0.004

21 航 空 機 0.081 0.143 0.057 1.123 1.405 0.032 0.009 0.012 -0.053 0.000 0.016 0.002 0.008 -0.026 0.000

22 そ の 他 の 輸 送 機 械 0.083 0.134 0.144 1.255 1.616 0.035 0.037 0.023 -0.094 0.001 0.018 0.022 0.018 -0.057 0.001

23 精 密 機 械 0.073 0.078 0.134 1.196 1.480 0.035 0.034 0.016 -0.086 0.000 0.015 0.024 0.013 -0.052 0.000

24 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 0.076 0.072 0.072 1.175 1.396 0.034 0.027 0.012 -0.072 0.000 0.016 0.015 0.009 -0.040 0.000

25 建 設 0.076 0.076 0.075 1.154 1.381 0.037 0.025 0.007 -0.068 0.000 0.013 0.011 0.004 -0.027 0.000

26 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 0.083 0.081 0.080 1.144 1.388 0.043 0.020 0.003 -0.066 0.000 0.006 0.004 0.003 -0.013 0.000

27 水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 0.087 0.076 0.084 1.183 1.429 0.048 0.027 0.007 -0.081 0.000 0.000 -0.001 -0.002 0.003 0.000

28 商 業 0.079 0.050 0.059 1.148 1.336 0.042 0.018 0.006 -0.065 0.000 0.012 0.006 0.003 -0.020 0.000

29 金 融 ・ 保 険 0.094 0.050 0.067 1.174 1.385 0.050 0.019 0.007 -0.076 0.000 0.021 0.010 0.007 -0.038 0.000

30 不 動 産 0.033 0.024 0.030 1.073 1.160 0.023 0.008 0.002 -0.034 0.000 0.009 0.005 0.003 -0.017 0.000

31 運 輸 0.060 0.058 0.056 1.151 1.326 0.040 0.022 0.005 -0.067 0.001 0.010 0.004 -0.001 -0.013 0.001

32 情 報 通 信 0.110 0.055 0.067 1.142 1.374 0.045 0.015 0.002 -0.062 0.000 0.007 0.002 0.002 -0.011 0.000

33 公 務 0.067 0.053 0.061 1.125 1.306 0.032 0.019 0.002 -0.054 0.000 0.002 -0.001 -0.001 0.000 0.000

34 教 育 ・ 研 究 0.081 0.058 0.071 1.151 1.362 0.042 0.021 0.005 -0.068 0.000 0.006 0.003 0.002 -0.011 0.000

35 医療・保健・社会保障・介護 0.060 0.046 0.048 1.125 1.280 0.026 0.013 0.003 -0.042 0.000 0.009 0.005 0.001 -0.015 0.000

36 そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス 0.083 0.053 0.062 1.133 1.331 0.038 0.016 0.002 -0.057 0.000 0.008 0.003 0.002 -0.013 0.000

37 対 事 業 所 サ ー ビ ス 0.080 0.057 0.102 1.148 1.387 0.040 0.016 0.008 -0.065 0.000 0.013 0.008 0.008 -0.030 0.000

38 対 個 人 サ ー ビ ス 0.074 0.061 0.063 1.162 1.360 0.034 0.023 0.006 -0.064 0.000 0.010 0.006 0.002 -0.019 0.000

39 事 務 用 品 0.091 0.077 0.085 1.215 1.468 0.030 0.043 0.017 -0.089 0.001 0.023 0.033 0.015 -0.070 0.001

40 分 類 不 明 0.162 0.132 0.177 1.770 2.241 0.137 0.075 0.041 -0.252 0.000 0.106 0.055 0.036 -0.198 0.000

名 古 屋 市 1.246 0.143 0.043 0.008 1.440 -0.034 0.000 0.025 0.010 0.000 -0.015 -0.005 0.015 0.006 0.000

尾 張 地 方 0.167 1.209 0.062 0.014 1.450 -0.002 -0.028 0.020 0.011 0.000 -0.002 -0.015 0.011 0.006 0.000

西 三 河 地 方 0.111 0.115 1.197 0.030 1.453 0.022 0.012 -0.041 0.007 0.000 0.008 0.006 -0.017 0.003 0.000

東 三 河 地 方 0.080 0.088 0.098 1.193 1.459 0.038 0.027 0.012 -0.077 0.000 0.015 0.014 0.008 -0.037 0.000

内 生 部 門 計 0.401 0.389 0.350 0.311 1.451 0.006 0.003 0.004 -0.012 0.000 0.001 0.000 0.004 -0.006 0.000

東三河地方

IOT-A IOT-B IOT-C

西三河地方
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 距離パラメータについていうと、弾性値が小さいほど地域間の交易が活発になると評価

される。実際、山田・大脇(2012)で採用した産業連関表より、今回新たに推計した産業連関

表の方が、距離パラメータの値が小さく、県内地域間の交易がより活発な方向に修正され

た。ただし、修正は県内地域間交易のみであるので、生産誘発額で評価する場合、愛知県

全体の効果はほとんど変わらないこともわかった。しかし、弾性値の与え方が作表結果に

影響するため、与えた値の根拠がより明確なものが望ましい。ここでは、その一つとして

グラビティ･RAS 法による地域間交易の推計法を活用することを提案するものである。もち

ろん、直接サーベイデータを得るという努力に勝るものはないという事も付け加えたい。 
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